
北海道告示第11412号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和７年８月29日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その18）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 訪問介護等サービス提 介護保険法（平 １ 研修体制の構築の支援 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

供体制確保支援事業 成９年12月17日法 ホームヘルパーや介護職員等の資 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

人材不足が喫緊の課題 律第123号）に基 質向上・定着促進に資する研修計画 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

である訪問介護サービス づき指定された北 の作成など研修体制の構築のための の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

について、人材確保体制 海道内（札幌市、 取組に要する経費 ときは、補助金 保福第１の32号様式 福祉局高齢

の構築による安心して働 旭川市及び函館市 等の額の算定に 別に指示する様式 者保健福祉

き続けられる環境整備に を除く。）に所在 ２ 採用活動の支援 当たり、当該寄 課

向けた取組や事業所の経 する訪問介護事業 採用活動を実施する場合に、地理 附金その他の収

営改善に向けた取組を、 所（定期巡回・随 的条件等により発生するかかり増し 入金の控除等を

地域の特性や事業所規模 時対応型訪問介護 経費 行う。)

等に応じてきめ細かく支 看護事業所及び夜

援することで、訪問介護 間対応型訪問介護 ３ 経験年数が短いホームヘルパー

サービスの担い手の確保 事業所を除く。） 等への同行支援

及び経営の安定化を図り、 経験年数の長いホームヘルパー

地域における必要な在宅 が、一定期間、経験年数の短いホー

介護サービスの提供体制 ムヘルパーや訪問業務に従事した経

を確保することを目的と 験のない介護職員等に同行し、訪問

して、予算の範囲内で補 介護等サービスの質の確保を図るた

助する。 めの技能・技術の向上に向けた指導

を行う取組に要する経費

４ 経営改善の支援

経営基盤の強化及び経営状況の改

善、若しくは、各種加算の新規取得

支援等を目的としたコンサルタント

事業者等への委託や事務作業を行う



ための臨時職員の雇用に要する経費

５ 登録ヘルパー等の常勤化の促進

の支援

登録ヘルパー等（勤務日及び勤務

時間が不定期な登録ヘルパーや非常

勤のホームヘルパーをいう。）の常

勤化を促進するために要する経費

６ 介護人材・利用者確保のための

広報活動に関する支援

介護人材や利用者の確保のため

に行うホームページの開設・改修や

広報宣材（リーフレット、チラシ等）

の作成・印刷等の広報に要する経費


